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第 1 章「銑鋼一貫製鉄業の技術進歩と生産性J : 1960 年以降の活発な技術開発活動の成果を非体化型と体化型技
術進歩に分類し、それらが我が国の鉄鋼業の発展に果たしてきた役割について、付加価値率、設備投資率、労働およ
び資本生産性そして労働の資本装備率等の視点から明確にした。
第 2 章「静学型コスト関数モデルによる体化型技術進歩の計量分析J :各種技術進歩項を組入れたトランスログ型
モデルを設定し、一般化積率 (GMM) 法により推定した。技術進歩項としてタイムトレンド(のや研究開発知識ス
トック (R) を用いるより、実際の体化型技術進歩である連続鋳造設備普及率 (CCR) と非体化型技術進歩である高
級鋼普及率 (FSR) を用いる方が現実的妥当性の高いモデ、ルになった。コスト低減を表す負の技術進歩弾力性は技術
進歩項と要素価格との交差項よりも産出額との交差項を重視したモデルで、顕著に現れた。
第 3 章「動学型コスト関数モデルによる体化型技術進歩の計量分析J : CCRを資本ストックにより内生化して体化
型であることを明瞭にした上、調整過程を重視した動学型関数モデルを設定し前章同様の分析を行なった。 CCRのコ
スト削減効果は普及率の増大とともに要素価格より産出額と関連して大きくなった。 FSR、 R、 t の弾力'性は小さく、
非弾力的な性質さえ見られた。コスト関数モデルには動学型で、資本に体化された内実をもっ技術進歩の導入が重要で、
ある。
第 4 草「設備投資とバランスシート指標:パネルデータによる実証分析J : GMM 法による分析の結果、投資の変
動は平均 q よりも限界 qによって、また正の効果をもっ長期負債増減額、企業の自己資本比率および負の効果をもっ
長期負債比率により統計的に有意に説明された。バブル崩壊後で、は設備産業の巨大投資にもメイン・パンクの健全性
が影響を及ぼしていることが示唆された。























終章では、第 1 章から第 4 章までに得られた研究成果が示唆する点が要約されている。
論文審査の結果の要旨
技術進歩が企業の生産構造に与える効果を定量的に評価する場合、これまでの実証分析においては、技術進歩をタ
イムトレンド、あるいは研究開発知識ストックによって代理して扱ってきた。この研究ではその分析方法を一歩進め
て、体化型技術進歩、非体化型技術進歩の指標を用いて鉄鋼業を対象にパネルデータを用いて費用削減効果を定量的
に評価している。特に、体化型技術進歩が企業の異時点聞の最適化行動の一貫として内生的に決定されることを考慮、
して計測した点は評価できる。技術進歩の指標の妥当性についてはさらなる検討が望まれるが、博士(経済学)の学
位を授与するに十分な業績であると判断する。
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